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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第123期

第１四半期連結
累計期間

第124期
第１四半期連結
累計期間

第123期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 160,436 177,050 707,237

経常利益 （百万円） 14,817 15,985 51,557

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 29,388 6,914 53,969

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 29,508 15,873 75,548

純資産額 （百万円） 330,268 379,218 367,284

総資産額 （百万円） 485,350 738,613 567,230

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 111.19 26.63 206.68

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 110.95 26.57 206.24

自己資本比率 （％） 64.6 49.0 61.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を提出しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、Domino Printing Sciences plcを買収し、同社及びその子会社を連結の範囲

に含めたことに伴い、「ドミノ事業」セグメントを新設しております。

　ドミノ事業は、産業用プリンティング機器の開発、製造、販売及び付随するシステムの開発、販売等を行っており

ます。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、平成27年６月11日付けでDomino Printing Sciences plcの買収を完了したこ

とにより、当第１四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表において、170,117百万円ののれんを計上しており

ます。また、有利子負債が前連結会計年度末に比べて160,244百万円増加する等、財政状態が大きく変動しておりま

す。のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

この買収により、投資時点において想定した通りに投資先が事業を展開できない場合、投資に伴い発生したのれん

等の無形固定資産、有形固定資産の減損損失が発生するなど、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。

なお、文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　平成27年３月11日に発表いたしました当社によるDomino Printing Sciences plc（以下「ドミノ社」という。）の

買収に関し、英国裁判所による最終承認を経て平成27年６月11日（英国時間）にすべての手続きが完了した結果、ド

ミノ社は当社の完全子会社となりました。

　詳細につきましては、「第４　経理の状況　１ 四半期連結財務諸表」の「注記事項（企業結合等関係）」に記載

の通りであります。

　また、当社は、ドミノ社買収に係る同社株式の取得資金調達のため、平成27年６月15日付で借入契約（ブリッジ

ローン）を締結し、以下の通り借入を実行しております。なお、今回の借入契約に基づき調達する資金は、長期の資

金への置き換えを実施する予定であります。

(1)借入先　　　　　　　　株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京UFJ銀行

(2)借入金額　　　　　　　1,750億円

(3)借入利率　　　　　　　１カ月TIBOR＋スプレッド

(4)借入実行日　　　　　　平成27年６月18日

(5)返済期限　　　　　　　平成27年９月29日

(6)担保提供資産の有無　　無
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループの財政状態及び経営成績は次の通りです。なお、文中における将来に関する事項は、当四半期連結会

計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

　また、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業結合会計基準第21号　平成25年９月

13日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては、雇用の改善を背景に、個人消費を中心とした

内需が堅調に推移するなど、景気は回復基調が持続しております。欧州においても、サービス業を中心とした企業

部門の回復に加え、個人消費の緩やかな回復もあり、景気は回復基調が続いております。また日本においても、実

質所得の下げ止まりや消費者マインドの改善などによる個人消費の持ち直しや、企業収益の改善を背景とした設備

投資の増加など、景気は緩やかな回復が持続しております。一方、中国をはじめとする新興国経済は、全体的に成

長ペースの鈍化が続くなど、緩やかながらも減速傾向が感じられます。

　このような状況の中、当社グループの連結業績は、通信・プリンティング機器が、消耗品を中心に販売が堅調に

推移したことや、産業機器でIT関連顧客向けの販売が好調に推移したことに加え、主に米ドルに対する為替のプラ

ス影響もあり、売上高は前年同期比10.4％増の177,050百万円となりました。営業利益は、産業機器が好調だった

マシナリー・アンド・ソリューション事業が大幅増益となったものの、当第１四半期連結累計期間末より連結子会

社化した英国のDomino Printing Sciences plc（以下「ドミノ社」という。）の株式取得等に係る費用を計上した

ことや、主にユーロに対する為替のマイナス影響により、前年同期比7.4％減の15,273百万円となりました。経常

利益は、為替予約に係る損益が改善したことなどにより、前年同期比7.9％増の15,985百万円となりました。親会

社株主に帰属する四半期純利益は、前年に計上した賃貸用不動産の売却に伴う特別利益がなくなったことに加え、

税効果会計の影響もあり、前年同期比で大幅減益となる、6,914百万円となりました。

　なお、ドミノ社については、平成27年６月30日をみなし取得日としているため、当第１四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に同社及びその子会社の貸借対照表のみを連結しており、経営成績については第２四半期連結会

計期間からの反映となり、当第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書に同社及びその子会社の業績は含ま

れていません。

 

　＊当第１四半期連結累計期間における平均為替レート（連結）は次の通りです。

　米ドル　：　　121.34円　　　ユーロ　：　133.86円

　＊前第１四半期連結累計期間における平均為替レート（連結）は次の通りです。

　米ドル　：　　102.14円　　　ユーロ　：　140.01円

　セグメント別の業績は、次の通りであります。

１） プリンティング・アンド・ソリューションズ事業

　売上高　116,917百万円（前年同期比＋8.5％）

　○通信・プリンティング機器　103,705百万円（前年同期比＋8.2％）

　製品本体の販売は、一部の地域での一時的な在庫調整の影響もあり想定を下回ったものの、各地域とも消

耗品の販売が堅調に推移したことに加え、主に米ドルに対する為替のプラス影響もあり、全体では増収とな

りました。

　○電子文具　13,211百万円（前年同期比＋10.6％）

　アジアの一部地域で一時的な在庫調整があったものの、主に欧米で需要が堅調に推移したことに加え、米

ドルに対する為替のプラス影響もあり、全体では増収となりました。

　営業利益　10,927百万円（前年同期比△7.2％）

　売上は増収となったものの、主にユーロに対する為替のマイナス影響や、販売費及び一般管理費の増加の

影響などにより、減益となりました。

２） パーソナル・アンド・ホーム事業

　売上高　10,988百万円（前年同期比＋17.3％）

　景気後退が続くロシアでの売上減の影響により、欧州の売上が弱かったものの、米州・アジア地域が好調

に推移したことや、為替のプラス影響もあり、大幅な増収となりました。

　営業利益　653百万円（前年同期比△8.3％）

　増収とはなったものの、販売費及び一般管理費の増加もあり、減益となりました。

３） マシナリー・アンド・ソリューション事業

　売上高　30,335百万円（前年同期比＋21.4％）

　○工業用ミシン　7,776百万円（前年同期比＋16.6％）

　景気減速を受けアジア地域全般で需要が伸び悩んだ面はあるものの、本縫いミシンの新モデルの投入効果

などにより中国の売上が大きく回復したことや、欧米においてガーメントプリンターが堅調に推移したこと

に加え、為替のプラス影響もあり、大幅な増収となりました。

　○産業機器　22,558百万円（前年同期比＋23.2％）

　IT関連顧客向けの販売が好調に推移し、大幅な増収となりました。

　営業利益　5,852百万円（前年同期比＋40.1％）
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　主に産業機器の増収に伴い、大幅な増益となりました。

４） ネットワーク・アンド・コンテンツ事業

　売上高　11,584百万円（前年同期比＋8.4％）

　カラオケ店舗の運営事業が堅調に推移したことや、㈱テイチクエンタテインメント及び㈱テイチクミュー

ジックを連結子会社化した効果もあり、増収となりました。

　営業損失　765百万円（前年同期　営業損失　975百万円）

　営業損失とはなりましたが、研究開発費等の減少により、損益が改善しました。

５） 工業用部品事業

　売上高　4,504百万円（前年同期比＋7.3％）

　各地域とも需要が堅調だったことに加え、アジアの一部地域における商流変更に伴う影響もあり、増収と

なりました。

　営業利益　224百万円（前年同期比＋21.9％）

　増収に伴い、増益となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当社は、平成27年６月11日付で英国の産業用プリンティング企業であるドミノ社を買収いたしました。これに伴

い、「事業上及び財務上の対処すべき課題」を以下へ変更しております。

 

　当社グループは、グループのさらなる成長にむけた中長期ビジョン「Global Vision 21」を平成14年度に策定

し、ブラザーグループが目指す３つの項目を以下の通り掲げております。

 

・「グローバルマインドで優れた価値を提供する高収益体質の企業」になる

・ 独自の技術開発に注力し「傑出した固有技術によってたつモノ創り企業」を実現する

・「“At your side.”な企業文化」を定着させる

 

　この「Global Vision 21」実現のための第１段階である「CS B2005」(平成16年３月期－平成18年３月期)では、

「高収益の継続と将来への技術投資の両立」を目標に、通信・プリンティング機器など既存事業での収益の最大化

を目指し、安定的な収益構造の実現によって財務体質を大幅に改善いたしました。また、プリンティングを軸とし

た要素技術開発の強化、新規事業への種まきといった将来への技術投資を行ってまいりました。

　「CS B2008」(平成19年３月期－平成20年３月期)では、「成長のドライブ」を目標に、プリンティング事業を牽

引役とした売上成長を続ける中、カラーレーザーエンジン搭載モデルの自社開発を行い世界中での販売を始める一

方、ノンコア事業の整理を進めてまいりました。また、さらなる成長と事業基盤の構築を進めるために、研究開

発、設備投資を積極的に行ってまいりました。

　平成20年４月にスタートした「CS B2012」(平成21年３月期－平成25年３月期)では、「Global Vision 21の実

現」にむけて、既存事業の伸張と新規事業を中心とする飛躍的拡大により、平成24年度での売上高１兆円、営業利

益1,000億円の達成をチャレンジ目標として掲げました。しかしながら平成20年秋以降の急速かつ急激な景気後退

や、大幅な円高の進行などにより、当社グループを取り巻く経済環境が激変したため、平成24年度を最終年度とし

た「Global Vision 21」の目標到達までの期間を延長いたしました。そのうえで、平成21年度から22年度の2年間

は、利益とキャッシュの確保に軸足をおき、次なるチャンスに備えてまいりました。また、経済好転期には再び成

長軌道に乗るべく、グローバルに経営基盤をさらに強化するとともに、将来の成長にむけた研究開発投資、アライ

アンスやM&Aについても検討を進めてまいりました。

このような厳しい事業環境を経て、当社グループは、全ての事業において成長の機会が芽生えていると認識

し、「成長への再挑戦」をテーマに、平成24年３月期を初年度とする新中期戦略、「CS B2015」（平成24年３月期

－平成28年３月期）を策定いたしました。

この「CS B2015」では、全ての事業において成長戦略を推進し、事業拡大を目指すことを目標とし、最終年度

である平成28年３月期の業績目標は、売上高7,500億円、営業利益580億円といたしました。中長期ビジョン

「Global Vision 21」の達成を目指し、再び成長戦略にチャレンジしてまいります。

事業分野別では、プリンティング・アンド・ソリューションズ事業において、「グローバルに成長戦略を推進

し、各カテゴリーにおいてトップクラスのポジションを築く」ことを目標とし、「ビジネスセグメント」と「新興

国」をキーワードに、事業の拡大を図っていきます。ビジネスセグメントにおいては、お客様のニーズにあった商

品を開発・展開することにより、当社グループの強みであるSOHO/SMB市場におけるポジションを維持・拡大させな

がら、コーポレート向け市場の事業拡大も目指してまいります。また、新興国においては、販売体制の強化をさら

に進めるとともに、モノクロレーザーを中心に各地域のニーズにあった商品を投入し販売拡大を図ります。

　家庭用ミシンのパーソナル・アンド・ホーム事業では、競争力の高い商品群の投入や、当社グループが強みをも

つ職業用刺しゅうミシン領域での事業拡大により、事業の安定成長と高い収益性の確保を図ります。
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　工業用ミシンと産業機器のマシナリー・アンド・ソリューション事業では、差別化された商品開発や成長市場向

けの商品力を強化するとともに、中国を中心とした新興国における事業成長を支える製造・販売の機能を強化し、

事業拡大を図ります。

　ネットワーク・アンド・コンテンツ事業においては、通信カラオケ事業における収益の最大化を図り、通信カラ

オケの顧客基盤、技術基盤を活用した新サービス・新規事業の育成と拡大に注力してまいります。

　工業用部品事業においては、連結子会社の株式会社ニッセイの強みである小型減速機のグローバル展開の加速

や、歯車事業の収益向上などを通じ、事業の拡大を図ります。

　新規事業については、スキャナーやWEB会議システムなどを通じて「ドキュメント活用分野」と「遠隔コラボ

レーション分野」の育成と拡大に注力し、新たな顧客価値の創出に取り組んでまいります。

　また、当社が今後とも更なる成長を続けるためには、既存事業の強化に加え、更なる事業基盤の拡張が不可欠で

あることから、中期戦略「CS B2015」では、M&Aの積極的な活用も重要な戦略の一つとし、当社の強みが活かせる

領域での事業基盤を中心に、投資機会を慎重に探ってきました。その中で、特に産業用プリンティングの領域が当

社にとって有望な事業分野であると位置づけ、平成27年６月に、英国の産業用プリンティング企業であるドミノ社

を買収いたしました。

　ドミノ社は、インクジェット、レーザー、サーマル・トランスファーの技術を用い、ペットボトルや食品の包装

に、賞味期限、ロット番号などを印字するコーディング・マーキングと呼ばれる分野およびラベルなどの商品パッ

ケージへのデジタル印刷の分野で世界的に事業を展開している企業です。ドミノ社の印刷機器及び付随するシステ

ムは、飲料・食品会社や製薬会社その他産業の製造・包装現場で使用されるものであり、産業用のニーズに応える

ものです。ドミノ社は、コーディング・マーキング分野においては世界でも有数の企業であるとともに、デジタル

印刷の分野において独自のインクジェット技術等を用いながら事業成長を目指しています。一方当社は、SOHO等の

オフィスや家庭向けのプリンター・複合機を中心に、プリンティング事業を展開してまいりました。今後は当社が

これまでに培ってきた様々な印字技術や、グローバルな開発・製造・販売体制を活用し、ドミノ社のグローバルな

ビジネス展開を加速させるとともに、新たな顧客価値の創出に取り組んでまいります。

　また、当社は会社の支配に関する方針について以下の通り定めております。

会社の支配に関する基本方針

1)　基本的な考え方

　当社グループは、その売上高の80％以上を海外市場で上げており、44の国と地域に生産拠点や販売・サービ

ス拠点を有し、連結ベースでの従業員も３万名を超えております（平成27年３月現在）。当社の企業価値は、

当社グループが事業を行っているこれらの国・地域におけるビジネスパートナーとの信頼関係や従業員のモラ

ルに大きく依存しております。

　また、当社グループは、企画・開発・設計・製造・販売・サービスなどのあらゆる場面で、お客様を第一に

考える「“At your side.”な企業文化」を定着させ、世界各国のお客様から、「信頼できるブランド」と評

価いただけるよう、事業活動を行っております。その実現のため、独自のマネジメントシステムである

「Brother Value Chain Management（ブラザー・バリュー・チェーン・マネジメント）」を経営の中核として

構築し、常に改善することによって、お客様の求める価値を迅速に提供してまいります。

　このような状況において、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的と

する当社株券等（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社

株券等の買付行為（いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開

買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かか

る買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。)を受け入れるかどうかは、当社経営陣による経営方針

およびその推進と比較して、最終的には、当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えますが、

当社株主の皆様が、大規模買付行為の当否について適切な判断を行うためには、当社取締役会を通じ、当該大

規模買付行為の内容、当該大規模買付行為が当社企業価値に与える影響、当該大規模買付行為に代わる提案の

有無等について、当社株主の皆様に必要十分な情報が提供される必要があると考えます。

注１：特定株主グループとは、
（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づ

き保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）およびその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有
者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）

 または、
（ii）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付

け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の２第７
項に規定する特別関係者をいいます。以下同じとします。）

 を意味します。法令の改正等が行われた場合には、上記に相当する実質をもつ内容として適宜調整されるものとします。

注２：議決権割合とは、
（ⅰ）特定株主グループが、注１の(i)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する

株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の
数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。）

 または、

（ii）特定株主グループが、注１の(ii)記載の場合は、当該大規模買付者および当該特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の
２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計

 をいいます。

　各議決権割合の算出にあたっては、総議決権の数（同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。）および発行済株式の総
数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書および自己株券買付状況報告書のう
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ち直近に提出されたものを参照することができるものとします。法令の改正等が行われた場合には、上記に相当する実質をもつ内
容として適宜調整されるものとします。

注３：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。法令の改正等が行われた場合には、上記に
相当する実質をもつ内容として適宜調整されるものとします。

2)　当社株式の大規模買付行為への対応方針

　当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、平成21年６月23日開催の第117回定時株主総会にて株

主の皆様のご承認をいただいたうえで、当社株式の大規模買付行為への対応方針を導入し、平成24年６月26日

開催の第120回定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただいたうえで、所要の修正を行い更新し、平成27

年６月23日開催の第123回定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただき、所要の変更を行ったうえで、継

続いたしました（以下、変更後の当社株式の大規模買付行為への対応方針を「本対応方針」といいます。）。

本対応方針では、大規模買付行為についての情報の収集と代替案提示の機会の確保を目的として当社株式の大

規模買付行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。)を設定し、大規模買付者に対して

は大規模買付ルールの順守を求めることとし、大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合には、当社

取締役会として一定の対抗措置を講じる方針です。

3)　大規模買付ルールの内容

　当社取締役会は、大規模買付行為が以下に定める大規模買付ルールに従って行われることにより、当該大規

模買付行為についての情報収集と代替案提示の機会が確保され、ひいては当社株主共同の利益に合致すると考

えます。この大規模買付ルールとは、(イ)大規模買付者は、大規模買付行為に先立ち当社取締役会に対して十

分な情報を提供しなければならず、(ロ)当社取締役会が当該情報を検討するために必要である一定の評価期間

が経過した後にのみ、大規模買付者は大規模買付行為を開始することができるというものです。具体的には以

下のとおりです。

①　意向表明書の提出

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付ルールに定められた

手続きを順守する旨を約束した書面（以下、「意向表明書」といいます。)をご提出いただくこととします。

意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先および提案する大規

模買付行為の概要を示していただきます。

②　情報の提供

　次に、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および取締役会による意見形成

（代替案の提示を含みます。)のために必要十分な情報（以下、「大規模買付情報」といいます。)を提供し

ていただきます。その項目は以下の内容を含みますが、当社取締役会は、独立諮問委員会に諮問のうえ、そ

の助言・勧告を最大限尊重し、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを作成

いたします。

　1. 大規模買付者およびそのグループの概要

　2. 大規模買付行為の目的および内容

　3. 買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け

　4. 大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針および事業計画

　大規模買付者から大規模買付情報を提供していただくため、当社は、①の意向表明書の受領後５営業日以

内に、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付者に交付します。

なお、当初提供していただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると合理的に考えられる場合

には、当社取締役会は、当社取締役会が意向表明書を受領した日から60日を経過するまでの間（以下、「情

報提供要請期間」といいます。）において、独立諮問委員会に諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重

し、追加的に情報提供をしていただくことがあります。当社取締役会に提供された大規模買付情報は、当社

株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、適切と判断する時点で、その全部または一部

を開示します。

③　取締役会による検討期間

　大規模買付者は、取締役会評価期間が経過するまでの間は、大規模買付行為を開始することはできませ

ん。

　すなわち、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付情報の提供が完了した

旨を証する書面を当社取締役会が大規模買付者に交付した日もしくは情報提供要請期間が満了した日から起

算して、最大60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合）または最

大90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案の

ための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。)として与えられるべきものと考えます。取締役会評

価期間中、当社取締役会は、提供された大規模買付情報を十分に評価・検討し、独立諮問委員会へ諮問のう

え、その助言・勧告を最大限尊重し、取締役会としての意見をとりまとめ、開示します。また、必要に応

じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉すること、当社取締役会として当

社株主の皆様へ代替案を提示することもあります。
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　当社取締役会による検討もしくは交渉の結果、大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共同の利益を

最大化させるものであると当社取締役会が判断をした場合には、速やかに取締役会評価期間を終了させ、そ

の旨を開示いたします。

4)　独立諮問委員会

　大規模買付ルールに係る当社取締役会の運用の適正性を確保し、大規模買付行為が行われる際に当社取締役

会が行う判断の公正性、透明性をより一層担保するために独立諮問委員会を設置します。

　大規模買付ルールでは、後述の 5)において、対抗措置発動にかかる事項を定めておりますが、このような

対抗措置を発動する場合など、大規模買付ルールの運用に関する当社取締役会の重要な判断にあたっては、原

則として独立諮問委員会に諮問を行うこととし、当社取締役会はその助言・勧告を最大限尊重するものといた

します。独立諮問委員会の詳細は後記のとおりです。なお、独立諮問委員会の詳細については、当社取締役会

が行う判断の公正性、透明性をより一層担保するという趣旨に合致する合理的な範囲内で、取締役会の決議に

より、変更され得るものとします。

5)　大規模買付行為が実施された場合の対応

　大規模買付者によって大規模買付ルールが順守されない場合には、当社取締役会は、独立諮問委員会へ諮問

のうえ、その助言・勧告を最大限尊重し、当社企業価値ひいては株主共同の利益の保護を目的として、新株予

約権の無償割当てを行い、大規模買付行為に対抗することがあります。

　具体的対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グ

ループに属する者に新株予約権の行使を認めない旨の条件または当社が新株予約権の一部を取得する場合に、

特定株主グループに属する者以外の新株予約権者が所有する新株予約権のみを取得することができる旨を定め

た取得条項を付するなど、大規模買付ルールを順守しない者への対抗措置としての効果を勘案した条件等を設

けることがあります。

　大規模買付ルールが順守されている場合、当社取締役会は、大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共

同の利益に回復し難い損害をもたらすことが明らかでない限り、株主の皆様の意思に基づくことなく当社取締

役会の判断のみで大規模買付行為を阻止しようとすることはありません。

　当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益に回復し難い損害をもたらすことが明らかな場合と

して、例えば以下の①から⑤までに掲げられる行為等が意図されている場合を想定しております。

①株式を買い占め、その株式について当社に対して高値で買取りを要求する行為

②当社を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲のもとに大規模買付者の利

益を実現する経営を行うような行為

③当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

④当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益を

もって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で株式を売り抜

ける行為

⑤強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主に対して

不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式売買を行うことをいいます。）等株主の皆様

に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付である場合

　対抗措置の発動や選択については、弁護士、財務アドバイザーなどの外部専門家の助言を求め、また社外取

締役や監査役の意見も十分尊重し、独立諮問委員会へ諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重したうえで、

当社取締役会で決定し、適時適切な開示を行います。

　上記の対抗措置を発動するに際し、当社取締役会が当社株主共同の利益の観点から株主の皆様の意見を確認

させていただくことが適切であると判断した場合には、株主総会を開催することといたします。当社取締役会

が株主総会を開催することを決定した場合には、その時点で株主総会を開催する旨および開催理由の開示を行

います。

　なお、当社取締役会は、対抗措置の発動を決定した後、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を

行うなどの理由により対抗措置の発動が適切でないと判断した場合には、弁護士、財務アドバイザーなどの外

部専門家の助言を求め、また社外取締役や監査役の意見も十分尊重し、独立諮問委員会へ諮問のうえ、その助

言・勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動の停止または変更を行うことがあります。この場合、当社

取締役会はその旨を速やかに開示いたします。
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6)　株主・投資家に与える影響等

①　大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等

　大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示を受

ける機会を保証することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規

模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主共同の利益の

保護につながるものと考えます。したがいまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主および投資家の皆

様が適切な投資判断を行う前提として適切なものであり、当社株主および投資家の皆様の利益に資するもの

であると考えております。

　なお、上記 5)において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを順守するか否かにより大規模買

付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主および投資家の皆様におかれましては、大規模

買付者の動向にご注意くださるようお願いいたします。

②　対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等

　大規模買付者が大規模買付ルールを順守しなかった場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株

主共同の利益を守ることを目的として、独立諮問委員会へ諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重し、対

抗措置をとることがあります。この場合に想定される当該対抗措置の仕組上、当社株主の皆様(大規模買付

ルールに違反した大規模買付者を除きます。) において、新株予約権の無償割当ておよびそれに引き続く株

式の交付により、その保有する当社の株式１株当たりの価値の希釈化は生じるものの、保有する当社の株式

全体の価値の希釈化は生じないことから、法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態

が生じることは想定しておりません。ただし、当社取締役会が新株予約権の無償割当ての決議をした場合で

あっても、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の事情により、無償割当ての中止、または新株予約

権の行使期間開始日前日までに当社が当社株式を交付することなく無償での新株予約権の取得を行うことが

あります。この場合、１株当たりの当社株式の価値の希釈化は生じないことから、１株当たりの当社株式の

価値の希釈化が生じることを前提として当社株式の売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により不測の

損害を被る可能性があります。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令および

金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を行います。

　なお、対抗措置として行われる新株予約権の無償割当てにつきましては、当社取締役会が別途定める割当

て期日における最終の株主名簿に記載または記録された株主の皆様に新株予約権が割当てられますので、新

株予約権を取得するためには、新株予約権の割当て期日までに振替手続を完了していただく必要がありま

す。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当てを実施することになった際に、法

令に基づき別途お知らせいたします。

　また、新株予約権の無償割当てを行う場合には、当社取締役会が定める日をもって特定株主グループに属

する者以外の株主の皆様が有する新株予約権を当社が取得し、これと引換えに当社株式を交付する場合があ

ります。この場合には、特定株主グループに属する者以外の株主の皆様は当社が取得の手続きをとることに

より、新株予約権の行使のための金銭を払い込むことなく、当社による取得の対価として、新株予約権の目

的となる当社株式を受領することになります。なお、取得の対象となる株主の皆様には、別途ご自身が特定

株主グループに属する者でないこと等を確認する当社所定の書式による書面や、振替株式を記録するための

口座の情報をご提出いただくことがあります。

7)　本対応方針の発効日および有効期限

　本対応方針は、平成27年６月23日開催の当社株主総会後に最初に開催された当社取締役会の決議をもって同

日より発効し、有効期限は、平成30年に開催される当社定時株主総会後に最初に開催される取締役会の終了時

点までとします。

　なお、本対応方針の有効期間中であっても、関係法令の整備等を踏まえ、当社企業価値ひいては株主共同の

利益の確保・向上の観点から本対応方針を随時見直し、取締役会の決議により、必要に応じて本対応方針を廃

止し、または変更する場合がございます。ただし、株主総会において株主の皆様からいただいたご承認の趣旨

に反する本対応方針の変更は行わないこととし、また、本対応方針の廃止又は変更については、当社取締役会

は、独立諮問委員会に諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重して、行うこととします。また、株主総会に

おいて本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針は廃止されます。

　当社は、本対応方針が廃止され、または変更された場合には、当該廃止または変更の事実および（変更の場

合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を速やかに行います。

8)　本対応方針の合理性についての当社取締役会の判断

１．本対応方針が当社の基本的な考え方に沿うものであること

　本対応方針は、大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保すること、または株主の皆様
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のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社企業価値ひいては株主共同の利益を確保

するためのものであり、当社の基本的な考え方（前記 1)）に沿うものです。

２．本対応方針が当社株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするもの

ではないこと

　当社取締役会は以下の理由から、本対応方針が当社株主共同の利益を損なうものではなく当社役員の地位の

維持を目的とするものではないと考えております。

① 株主意思を反映するものであること

本対応方針は、当社株主総会において株主の皆様のご承認を得て、その株主総会終了後の当社取締役会の

決議をもって発効しております。また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、株主総会において本対

応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止されることになり、株主の皆

様のご意向が反映されます。

② 独立性のある社外者の助言・勧告の尊重

当社は、本対応方針の運用の適正性を確保し、大規模買付行為が行われた際に当社取締役会が行う判断の

公正性、透明性をより一層担保するために独立諮問委員会を設置いたします。当該独立諮問委員会は、諮問

を受けた事項について審議・決議し、その決議内容に基づいて当社取締役会に対し助言または勧告し、当社

取締役会は、当該助言・勧告を最大限尊重します。

③ 「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」「近時の諸環境の変化を

踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた設計

本対応方針は、平成17年５月27日付の経済産業省・法務省の「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足し、かつ平成20年６月30日付の企業価値研究会

の「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえて設計されています。

④ 廃止が困難なものでないこと

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止するこ

とが可能です。また、当社取締役の任期は１年であることから、大規模買付者が自己の指名する取締役を株

主総会で選任し、かかる取締役で構成される取締役会により、特に長期の期間を要することなく本対応方針

の廃止が可能です。

 

（独立諮問委員会の詳細）

１．構成員

　独立諮問委員会の委員は、当社の業務執行者から独立している者で、員数は３名以上とし、実績ある会社経

営者、投資銀行業務に精通する者、企業・経済活動に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主

たる研究対象とする研究者またはこれらに準ずる者の中から、当社取締役会が選任します。

　独立諮問委員会の委員の任期は、選任後１年内に終了する事業年度に関する定時株主総会後、最初に開催さ

れる取締役会終了時までとします。再任は妨げません。また、当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を

含む契約を当社と締結します。

　ただし、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではありません。

　なお、取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議をした場合、独立諮問委員会委員の任期は本対応方

針の廃止と同時に終了します。

２．決議要件

　独立諮問委員会の決議は、原則として、独立諮問委員会委員のうち３分の２以上が出席し、その過半数を

もってこれを行います。ただし、やむを得ない事由があるときは、独立諮問委員会委員の過半数が出席し、そ

の過半数をもってこれを行うことができます。

３．決定事項その他

　独立諮問委員会は、当社取締役会の諮問がある場合には、これに応じ、主として以下の各号に記載された事

項について精査、検討、審議等のうえ決定し、その決定の内容をその理由を付して当社取締役会に対して助

言・勧告します。当社取締役会は、この独立諮問委員会の勧告を最大限尊重して、会社法上の機関としての決

議を行います。なお、独立諮問委員会の各委員および当社各取締役は、こうした決定にあたっては、専ら当社

企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社の経営陣

の個人的利益を図ることを目的としません。

　① 大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲

　② 大規模買付者が大規模買付ルールを順守したか否か

　③ 大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共同の利益に回復し難い損害をもたらすものであるか否か

　④ 対抗措置の発動の可否、およびその内容の妥当性

　⑤ その他当社取締役会が諮問した事項
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　また、独立諮問委員会は、適切な判断を確保するために、上記判断に際して必要かつ十分な情報収集に努め

るものとし、合理的な範囲内における当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等ができます。

　また、当社の取締役、監査役、従業員その他の独立諮問委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立諮問

委員会が求める事項に関する説明を求めることができます。

　なお、独立諮問委員会は、当社取締役会の諮問がある場合のほか、定期的に委員会を開催し、中期経営計画

の進捗状況をはじめ、当社の経営状況について、当社取締役その他独立諮問委員会が必要と認める者から報告

を受けるものとします。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、10,376百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4）従業員数

　当第１四半期連結累計期間において、ドミノ社を買収し、同社及びその子会社を連結の範囲に含めたことなど

に伴い、「ドミノ事業」等において、当社グループの従業員数は、2,744名増加しました。

　その結果、当第１四半期連結会計期間末の当社グループの従業員数は37,732名となりました。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは、現在及び将来の事業活動のために適切な水準の流動性維持及び、柔軟で効率的な資金の確保

を財務活動の重要な方針としております。この方針に従って、当社グループは、グループ会社が保有する資金を

グループ内で効率よく活用するキャッシュマネジメントシステムを構築し運用しております。また、手元流動性

の補完として複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結しております。これらの結果、資金の偏在をな

らし、グループ全体で借入を極力削減する体制を整えております。

流動性管理

　当社グループは、現金及び現金同等物と未使用のコミットメントラインを合わせた金額を手元流動性として位

置付けております。当第１四半期連結会計期間末現在、当社グループは現金及び現金同等物73,912百万円を保有

しております。

　また、複数の金融機関と合計20,000百万円のコミットメントライン契約を締結しており、未使用額は20,000百

万円です。これらを合わせると、当社グループは手元流動性を93,912百万円確保しております。これにより、季

節的な資金需要の変動、１年以内に期限の到来する借入、事業環境リスク等を考慮の上、通年に渡り十分な手元

流動性を確保していると考えております。

 

資金調達

　運転資金等の短期資金は、原則として期限が１年以内の短期借入金を現地通貨で調達することとし、生産設備

等の長期資金は、内部留保資金の他、固定金利の長期借入金及び社債等で調達することを基本方針としておりま

す。当第１四半期連結会計期間末現在、短期借入金の残高は159,293百万円で、主な通貨は日本円であります。

１年内返済予定の長期借入金の残高は10,242百万円で、主に日本円による固定金利調達であります。長期借入金

の残高は4,780百万円であり、通貨は主に米ドル、日本円であります。また、社債の残高は1,410百万円で、通貨

はポンドであります。なお、短期借入金は主にドミノ社買収に係る同社株式取得のためのブリッジローンであ

り、長期の資金への置き換えを実施する予定であります。

　当社は、株式会社格付投資情報センターから格付けを取得しています。当第１四半期連結会計期間末現在、長

期債及び発行体格付けがA、コマーシャルペーパーがa-1であります。金融・資本市場へのアクセスを保持するた

め、一定水準の格付けの維持は重要と考えております。

　当社グループでは、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力に加えて、コミットメントライン契約

を含めた手元流動性、健全な財務体質により、当社グループの成長を維持するために必要な運転資金及び設備投

資・研究開発資金等を確保することが可能と考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在
  発行数（株）

（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 277,535,866 277,535,866
東京、名古屋 各証券

取引所（市場第一部）
単元株式数100株

計 277,535,866 277,535,866 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 277,535,866 － 19,209 － 16,114

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   17,559,300 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  259,765,900 2,597,649 同上

単元未満株式 普通株式      210,666 － －

発行済株式総数 277,535,866 － －

総株主の議決権 － 2,597,649 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,900株含まれております。　　

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数29個が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株主名簿上は当社名義であるものの、実質的に所有していない株

式が1,000株含まれておりますが、「議決権の数」欄には、当該株式に係る議決権の数10個は含まれており

ません。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有
株式数の割合
(％)

（自己保有株式）

ブラザー工業㈱

愛知県名古屋市瑞穂区

苗代町15番１号
17,559,300 － 17,559,300 6.33

計 － 17,559,300 － 17,559,300 6.33

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義ですが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。

２．所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　なお、平成27年７月１日付で、以下の通り役職の異動を行っております。

 

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

常務執行
役員

サービス＆ソ
リューションズ事
業統括　兼　ドミ
ノ事業推進部、ソ
フトウェア第１開
発部、ソフトウェ
ア第２開発部、ア
プリケーション開
発部、IT戦略推進
部　担当

取締役

常務執行
役員

サービス＆ソ
リューションズ事
業統括　兼　ソフ
トウェア第１開発
部、ソフトウェア
第２開発部、アプ
リケーション開発
部、IT戦略推進部
担当

佐々木　一郎 平成27年７月１日

取締役

常務執行
役員

工業用部品事業

統括　兼

経営企画部

担当　兼

経営企画部長

取締役

常務執行
役員

工業用部品事業

統括　兼

経営企画部

担当

石黒　雅 平成27年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 107,949 76,484

受取手形及び売掛金 101,240 109,262

有価証券 2,915 4,573

たな卸資産 122,425 138,435

その他 39,012 39,305

貸倒引当金 △1,813 △2,458

流動資産合計 371,731 365,603

固定資産   

有形固定資産 112,143 119,728

無形固定資産   

のれん 3,836 173,777

その他 16,823 17,522

無形固定資産合計 20,660 191,300

投資その他の資産   

投資有価証券 39,913 39,051

その他 24,332 24,249

貸倒引当金 △1,551 △1,320

投資その他の資産合計 62,694 61,981

固定資産合計 195,499 373,009

資産合計 567,230 738,613

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 44,712 52,044

短期借入金 576 159,293

1年内返済予定の長期借入金 10,200 10,242

未払法人税等 14,923 8,304

賞与引当金 9,776 5,447

役員賞与引当金 63 11

製品保証引当金 5,457 5,724

著作権費用引当金 1,310 1,380

返品調整引当金 - 543

その他 66,368 66,432

流動負債合計 153,389 309,424

固定負債   

社債 - 1,410

長期借入金 4,705 4,780

役員退職慰労引当金 556 613

退職給付に係る負債 18,036 18,792

その他 23,257 24,374

固定負債合計 46,556 49,970

負債合計 199,945 359,395
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,209 19,209

資本剰余金 16,695 16,695

利益剰余金 314,892 317,907

自己株式 △24,224 △24,227

株主資本合計 326,573 329,585

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,099 7,640

繰延ヘッジ損益 △447 △191

為替換算調整勘定 24,021 32,025

退職給付に係る調整累計額 △7,084 △7,161

その他の包括利益累計額合計 23,589 32,313

新株予約権 615 615

非支配株主持分 16,505 16,703

純資産合計 367,284 379,218

負債純資産合計 567,230 738,613

 

EDINET提出書類

ブラザー工業株式会社(E01594)

四半期報告書

17/29



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 160,436 177,050

売上原価 88,977 96,787

売上総利益 71,459 80,263

販売費及び一般管理費 54,968 64,989

営業利益 16,490 15,273

営業外収益   

受取利息 248 240

受取配当金 119 174

為替差益 － 1,361

持分法による投資利益 19 18

デリバティブ評価益 551 －

その他 179 182

営業外収益合計 1,119 1,977

営業外費用   

支払利息 56 93

売上割引 715 692

為替差損 1,897 －

デリバティブ評価損 － 296

その他 122 183

営業外費用合計 2,792 1,265

経常利益 14,817 15,985

特別利益   

固定資産売却益 ※ 16,328 15

子会社清算益 － 304

その他 6 10

特別利益合計 16,335 329

特別損失   

固定資産売却損 8 11

固定資産除却損 74 92

のれん償却額 － 423

その他 36 60

特別損失合計 119 588

税金等調整前四半期純利益 31,032 15,726

法人税等 1,600 8,611

四半期純利益 29,432 7,115

非支配株主に帰属する四半期純利益 43 200

親会社株主に帰属する四半期純利益 29,388 6,914
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 29,432 7,115

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,342 577

繰延ヘッジ損益 1,490 256

為替換算調整勘定 △3,027 8,003

退職給付に係る調整額 270 △78

持分法適用会社に対する持分相当額 － △0

その他の包括利益合計 76 8,758

四半期包括利益 29,508 15,873

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 29,453 15,638

非支配株主に係る四半期包括利益 54 235
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、Domino Printing Sciences plcを買収したことにより、同社及びその子会社

38社を連結の範囲に含めております。

　また、当第１四半期連結会計期間より、新たに持分を取得した㈱テイチクエンタテインメント及び㈱テイチク

ミュージックを連結の範囲に含めております。

 

(2)持分法適用の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、Domino Printing Sciences plcを買収したことにより、同社の関連会社４社

を持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,777百

万円減少しております。なお、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　前第１四半期連結累計期間の固定資産売却益は、賃貸用物件として所有していた一部の土地及び建物の売却

によるものであります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 6,118百万円 6,695百万円

のれんの償却額 332 743
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当金支払額

（決 議）
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月16日

取締役会
普通株式 3,189 12.0 平成26年３月31日 平成26年６月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成26年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその取得方法について決議し、当該決議に基

づき一部実施いたしました。この結果、第１四半期連結累計期間において自己株式が45億6千8百万円増加

し、当第１四半期連結会計期間末において自己株式が186億4千3百万円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

（決 議）
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 3,899 15.0 平成27年３月31日 平成27年６月２日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）
 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     

 

プリンティン
グ・アンド・
ソリューショ
ンズ

パーソナル・
アンド・ホー
ム

マシナリー・
アンド・ソリ
ューション

ネットワーク・
アンド・コンテ
ンツ

工業用部品

売上高      

外部顧客への売上高 107,798 9,366 24,978 10,687 4,198

セグメント間の内部売上又は振替高 － － － － －

計 107,798 9,366 24,978 10,687 4,198

セグメント利益又は損失（△） 11,778 712 4,175 △975 184

 

   （単位：百万円）

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

売上高     

外部顧客への売上高 3,406 160,436 － 160,436

セグメント間の内部売上又は振替高 2,310 2,310 △2,310 －

計 5,716 162,746 △2,310 160,436

セグメント利益又は損失（△） 635 16,510 △20 16,490

（注）１．その他には不動産事業等を含んでおります。

２．セグメント間の内部売上又は振替高の調整額△2,310百万円はセグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失の調整額△20百万円はセグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）
 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     

 

プリンティン
グ・アンド・
ソリューショ
ンズ

パーソナル・
アンド・ホー
ム

マシナリー・
アンド・ソリ
ューション

ネットワーク・
アンド・コンテ
ンツ

工業用部品

売上高      

外部顧客への売上高 116,917 10,988 30,335 11,584 4,504

セグメント間の内部売上又は振替高 － － － － －

計 116,917 10,988 30,335 11,584 4,504

セグメント利益又は損失（△） 10,927 653 5,852 △765 224

 

    （単位：百万円）

 ドミノ
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

売上高      

外部顧客への売上高 － 2,719 177,050 － 177,050

セグメント間の内部売上又は振替高 － 2,679 2,679 △2,679 －

計 － 5,398 179,729 △2,679 177,050

セグメント利益又は損失（△） － 159 17,051 △1,777 15,273

（注）１．その他には不動産事業等を含んでおります。

２．セグメント間の内部売上又は振替高の調整額△2,679百万円はセグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失の調整額△1,777百万円の内容は、セグメント間取引消去△９百万円とDomino

Printing Sciences plc （以下「ドミノ社」という。）の買収に関連する費用△1,768百万円であります。

４．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

　当第１四半期連結会計期間より、ドミノ社を買収し、同社及びその子会社を連結の範囲に含めたことに伴い、新

たな報告セグメントとして「ドミノ事業」を新設しております。

　なお、ドミノ社については、平成27年６月30日をみなし取得日としているため、当第１四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に同社及びその子会社の貸借対照表のみを連結しており、当第１四半期連結累計期間の四半期連

結損益計算書に同社及びその子会社の業績は含まれていません。

 

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「会計方針の変更」に記載の通り、当第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等を適用し、

支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得

関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期

間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結

合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、第１四半期連結累計期間のセグメント損失が、「ネットワー

ク・アンド・コンテンツ事業」で９百万円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第１四半期連結会計期間において、ドミノ社を買収し、同社及びその子会社を連結の範囲に含めたことによ

り、前連結会計年度の末日に比べ、「ドミノ事業」のセグメント資産が、211,384百万円増加しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）
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　当第１四半期連結会計期間において、ドミノ社を買収し、同社及びその子会社を連結の範囲に含めたことによ

り、前連結会計年度の末日に比べ、「ドミノ事業」ののれんが、170,117百万円増加しております。なお、のれん

の金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

 

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

Domino Printing Sciences plcの株式の取得について

　平成27年３月11日に発表いたしました当社によるDomino Printing Sciences plc（以下「ドミノ社」とい

う。）の買収に関し、英国裁判所による最終承認を経て平成27年６月11日（英国時間）にすべての手続きが完

了した結果、ドミノ社は当社の完全子会社となりました。

 

(1)企業結合の概要

　①被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称：Domino Printing Sciences plc

　　事業の内容：産業用プリンティング機器の開発、製造、販売及び付随するシステムの開発、販売

　②企業結合を行った主な理由

　　・産業用プリンティング領域での強固な事業基盤

　　・デジタル印刷における成長の加速

　　・当社のグローバルネットワークとドミノ社の相乗効果

　③企業結合日　　　　　　　　　　　　平成27年６月11日

　④企業結合の法的形式　　　　　　　　株式の取得

　⑤結合後企業の名称　　　　　　　　　結合後の企業の名称に変更はありません。

　⑥取得した議決権比率　　　　　　　　100％

　⑦取得企業を決定するに至った根拠　　当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

 

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　平成27年６月30日をみなし取得日としているため、当第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書に被

取得企業の業績は含まれておりません。

 

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価（現金） 　193,185百万円

取得原価 　193,185百万円

 
 

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　①発生したのれんの金額

　　170,117百万円（898,696千ポンド)

　　　なお、のれんの金額は、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

　②発生原因

　　　取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんと

して計上しております。

　③償却方法及び償却期間

　　　効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。なお、償却期間については取得原価の配分の結果を

踏まえて決定する予定であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 111円19銭 26円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百

万円）
29,388 6,914

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株式に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
29,388 6,914

普通株式の期中平均株式数（千株） 264,311 259,631

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 110円95銭 26円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 567 602

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成27年５月15日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………3,899百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年６月２日

(注）平成27年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成２７年８月６日

ブラザー工業株式会社   

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴  木  基  之 　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊  藤  達  治 　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているブラザー工業

株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４

月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

EDINET提出書類

ブラザー工業株式会社(E01594)

四半期報告書

28/29



監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ブラザー工業株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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